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1．研究課題の設定

新興国ＢＯＰ層（BaseoftheEconomicPyramid＝最貧困層）の貧困解消が

現代世界の抱える最大の経済的・社会的解決課題の一つであることは多くの研

究者や国際的機関のみならず一般社会においても深く認識されてきた通りであ

る。本論文での力点は，従来型の国際的開発援助型方式による貧困解消プログ

ラムの有効`性や限界を解明することにではなく，多国籍企業やＮＧＯによる
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ソーシャル・イノベーションとしてのＢＯＰ戦略の有効`性と限界の解明に置か

れている。特に,Prahalad,ＣＫ．（2002),Prahalad,ＣＫａｎｄＳＬＨａｒｔ（2002）

らの問題提起以降，注|｣すべきＢＯＰビジネスに関連する論点が提起されてき

た。これらの論点は，．単にＢＯＰ層を市場として見倣すだけのBOPLOから，

ＢＯＰ層を製品開発の段階から巻き込んだＢＯＰ2.0,さらにＢＯＰ層が重要なプ

レーヤーとして参力ⅡするＢＯＰ3.0への模索へと腿開されてきた（LondonT・

andHart,ＳＬ：201LCaiieque,Ｆ・ＣａｎｄＨａｒｔ,ＳＬ：2015)。これをビジネス

の観点から見れば，ソーシャル・ビジネスからinclusivebusinessへ，そして

イノベーションの観点から見ればソーシャル・イノベーション一般から

grassrootsinnovationを内包するinclusiveinnovationへの発展ということも

できよう’)。こうしたなかで，ＢＯＰ戦略およびソーシャル・イノベーション

の主体としての多国籍企業やＮＧＯの戦1時の中身に関して，その有効性と限界

の理論的・実践的見直しが求められてきたように思われる。競争戦略論の視点

からはＰｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2006,2011）が従来のＣＳＲ戦略では現代資本

主義の抱えている危機的課題には対処できないという危機意識のもとに「経

済的価値」と「社会的｛i１h値」の両方をＭ時に創出していく「共通価値の戦略

(CreatingSharedValue)」を提起してきた。そこでは，社会的価１１１１と経済的

価値の双方を|『１時に創造する「共通価値」創造の方法として，以下の三つの方

法，すなわち「(1)製品と市場を見直す，(2)バリューチェーンの生産性を再定義

する，(3)企業が拠点を置く地域を支援する産業クラスターをつくる」を提起し

ている（PorterandKrammer：2012)。なお，ここでの「バリューチェーン

の生産`性を再定義する」とは，環境への配慮・エネルギーの利用・資源の有効

活用・調達と流通・従業員の健康状態，等々の見Ｉ直しはむしろイノベーション

を実現し新しい経済的価値を発見できることを意味する。

この共通価仙の戦略に対する筆者なりの見解として，以下のように述べてき

た。「従来の彼の代表作である『競争の戦略』や「競争優位の戦略』は，１９７０

年代の対日本企業との競争優位を巡る角逐という時代的背景のもとで書かれた

ものであるのに対して，今１１１１の論文は，資本主義がグローバルな規模で抱える
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危機的課題に，企業としてもはや正面から対処せざるを得ない社会的状況下に

置かれているという時代的背景のもとで書かれたものといえる。とりわけこの

論文で用いられている具体例の大部分が開発途上同（新興国）での事例であ

ることからも，彼の危機意識にはこうした諸同に集中的に蓄積されてきた社会

的矛盾が反映されている。このことは，「従来の競争戦略論では，他方で，貧

困の拡大，環境の悪化等々の社会的課題に適切に対処しえずい企業そのものの

存立基盤さえも脅かされてしまうのではないか」という危機意識の別の表現で

もある□そうした意味において，今回の彼の論文は，従来の自らの競争戦略論

を自己批判的かつ発展的に総括したものということになる。しかしながら，す

でに30年以上前の1980年代からソーシャル・ビジネスに軸を置いて向らの人生

を賭けてきたＭ・ユヌス氏（グラミン銀行総裁，バングラデシュ）やＪＡＡｌｉｐ

氏（ＣＡＲＤ代表，フィリピン）をはじめとする人たちからは，「いまさら何を

言ってるの」という声が聞こえてくるのだが」（林：2014b，林・井口：

2014c)〕

そこで本論文では，Prahalad（2002）のＢＯＰ戦略論，およびPorterand

Krammer（2012）の「共通価値」創造の戦略論の理論的整理と戦略的課題を，

バリューチェーンの視点から，現地ＮＧＯのGrameenとＣＡＲＤの事例を中心

に再検討していく。

２多国籍企業のソーシャル・イノベーションとしてのＢＯＰ戦略

の有効0性と限界

２１多国籍企業のソーシャル・イノベーションとしてのＢＯＰ戦略の有

効性

Prahalad（2002）が先駆的に述べていたように，「多国籍企業がグローバル

な規模で保有する優れた経営資源を活用することによって，ピラミッド型の所

得構造からダイヤモンド型の所得構造への移行が可能となる」とすれば，そこ

での多国籍企業によるＢＯＰ戦略の重点は，単なるＢＯＰ市場の開拓のみなら
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ず,ＢＯＰ層の所得向上とＢＯＰ市場の拡大にも置かれることになる。その結果，

そこでのＢＯＰ戦略の論理的帰結は，現地ＢＯＰコミュニティ固有の生活環境

やニーズに関する知識と知恵を有するＢＯＰ層が開発，生産，流通に参加する

形でのローカル・バリューチェーンの構築とそれを可能にする持続的ビジネス

生態系が重要な意味を持ってくる。多国籍企業によるＢＯＰ戦略のVersionLO

から２．０，３０への進化とはすなわち，ＢＯＰ戦略へのＢＯＰ層の主体的参加の程

度が高まることと同義でもある。

したがって，多国籍企業がこうした観点からＢＯＰ戦略を推進させようとし

た場合には，自社がグローバルな規模で保有する国際的に優位な経営資源，特

にグローバル・バリューチェーン2)と，新興国ＢＯＰ層向けのそしてＢＯＰ層が

参加するGrassrootsInnovationに基づいた新たな製品やサービスの開発，生

産，流通と雇用の創出を可能とするローカル・バリューチェーンとの接合

(Articulation）をいかに図るかが今後のＢＯＰ戦略の中心的中身とならざるを

得ない｡多くの新興国は，かつて歴史的に植民地政策下に置かれ，自律的産業・

技術基盤を破壊されてきた史的経緯を経てきており，独立後も資本，技術，人

材の不足を抱えてきた。したがってこれら諸国が自らの産業基盤を整備する

に際して，政府は，大なり小なり，強権的に賃金を抑え，海外からの資本の導

入，特に直接投資による資本と技術の導入を促進させてきた経緯を有してい

る。こうした開発独裁的政策は，他方で－部のいわゆる財閥系民族資本による

一族経営（FamilyBusiness）に対しては特権的便宜を図肌資本と技術の不

足を補いながら，上からの産業基盤の育成，整備を行う方式を採用してきた。

言い換えれば，新興国諸匡|ないし発展途上国ほど産業政策は，上からの「トリ

クルダウン（trickle-down）型｣3)政策とならざるを得ない。

多国籍企業はこうした新興国政府の政策に沿った形で，輸出に重きを置いた

過半数出資による面接投資の形態で進ILl}し現地生産品を自らの国際的なバ

リューチェーンを活用して輸出し現地生産と国際市場へと連結させてきた

こうした現地政府と多国籍企業とのアライアンス的政策による産業育成，雇用

創出と所得向上，税収の拡大戦略がいわゆる1960-1980年代に登場したＮＩＥＳ
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(=ＮＩＣＳ）の背景にある。

今注Ｕを集めている新興国群（newlyemergingcountries）の政府も基本的

には，多国籍企業の経営資源を活用しながら，民族資本を育成する「トリクル

ダウン」型戦略を程度の差はあれ採用している。こうした現地政府の政策と多

国籍企業の戦略は，たしかに，雇H1創出と所得の|('1ｆ，技術移転と現地サプラ

イヤーの育成，政府の税収への貢献，等々を通じて新興国のＧＤＰを墹大させ

る積極的役割を果たしてきたことは事実である。しかしながら他方で，一部特

権家族の所得資産を頂点とした所得構造の底辺に膨大ないわゆるＢＯＰ層をも

創出してきたことも事実である。このことは，従来型の現地政府の政策および

多国籍企業の戦略の延長線｣２にＢＯＰ層の貧困解荊が保証されているわけでは

ないことをも意味する。

２．２多国籍企業のソーシャル・イノベーションとしてのＢＯＰ戦略の限界

こうした多lK1籍企業による先進同本国本社を中Iljlllとした維肯資源のグローバ

ルな再編成・再構築をベースとするグローバル・バリューチェーンに基づく

BOP戦略は，程度の差はあれ，本国での上場株式価格と利益率（ROE）の最

大化を志向するグローバル戦略の一端を構成することになる。このことは端的

に表現すれば，多陸1籍企業のＢＯＰ戦略の本質が多国籍企業本社の株価と収

益率（ROE）の最大化を|到ることを前提とした本社を基軸としたグローバル

戦略の一環である以上，いわゆる「トリクルダウン（trickle-down）型」の戦

略の一環を構成することにならざるをえない。たしかに先進極|市場用に，そ

して先進匡|本国'''心に開発された新規技術と製,H1がやがて新興国拠点に移管

されて現地で生産され，新興国の富裕層中心にそしてやがて''１間層市場に投入

されるプロセスにおいて，雇用と所得が現地で創出されることも否定しえな

い。しかしその創出された富の多くは，多国籍企業本社とそして現地の一部

財閥系一族を含む現地特権屑に有利に配分され，残りの一部が中間層へ，そし

てさらにそのわずかな残津がインフォーマルセクター中心に滞留する低所得層

としてのＢＯＰ層に零れ落ちていくことになる。この「トリクルダウン型」視
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点の戦略が貧困解消という観点からは，新興|玉lにおいては基本的に|浪界を有

している最大の根拠は，以下の諸点に見いだされる｡

すなわち，林（2012,2013c）で指摘されているようにフォーマルセクター

の主要産業部門が主要プレーヤーである多国籍企業と現地財閥系一族企業に

よってコントロールされ，しかもこれら企業への政府による各種恩典システム

とがあいまって，これら企業群の利益および既得権を侵害するようなイノベー

ションの導入は極めて消極的性格を帯びざるを得ない。

こうした構図は，ビジネス・エリートとしての一部特権家族と政府高官とが

癒着しがちな，いわゆる``CronyCapitalism，，型システムとして新興国に大な

り小なり共通する特質といえる4)。したがって，そうした特質が強い分だけ，

フォーマルセクターにおける安定就業層としての雇用機会の増大は限定的とな

らざるをえない。その結果，農林漁業やサービス部門をはじめとするイン

フォーマルセクターに滞留する不安定就業者数の増加分はフォーマルセクター

に有効に吸収されず，結果的にＢＯＰ層は絶対的に増加することになる（林，

2015b)。こうして，このフォーマルセクターに従事する安定的就業層を中心

とする中間所得層市場と，インフォーマルセクターに滞留する不安定就業層と

してのＢＯＰ市場の問には，固定的な分断』性を内包する断層が存在することに

なる。

このことは新興国市場は一部富裕層とフォーマルセクターに従事する中間

所得層から構成される市場群と，インフォーマルセクターに滞留せざるを得な

い低所得層としてのＢＯＰ層の市場との間が構造的に分断されてしまうため

に，雇用と所得の増大分も基本的にはﾘﾆ'間層までで吸収されてしまい，ＢＯＰ

層には必要な分まで零れ落ちてこないことを意味する。その結果，多国籍企業

の新興国戦略は，多国籍企業が現地で提携している－部富裕層とフォーマルセ

クターの安定就業層としての中間所得層を富ませ，「トリクルダウン効果」の

及ばないＢＯＰ層との所得格差をいっそう拡大させることになる。またグロー

バル・バリューチェーンの活用能力を有する多国籍企業は，現地サプライヤー

を育成する積極的側面を有すると|可時に競合するローカル企業を市場から排
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除していく危険`性をも内包している。

換言すれば，多国籍企業の「トリクルダウン型」新興国市場戦}略は，こうし

た新興|玉|固有の産業構造と市場構造に規定されて，新興国のＢＯＰ層を対象と

した貧附解消の視点からは，基本的限界`性を内在させていることになる。むし

ろ，多国籍企業のグローバル・バリューチェーンを基盤にした新興国市場戦略

に沿った現地適応型製品やサービスの新興国市場への投入戦略は，創出された

付加価仙をグローバル・バリューチェーンのⅡ|上へと移転させていく現代的多

国籍企業内国際的価仙移転戦略の一環であるともいえる．

多国籍企業によるＢＯＰ戦略の最大の弱点は，端的に言えば次の点にある。

すなわち，多国籍企業のＢＯＰ戦略の本質がＢＯＰ市場の取り込みを図る市場

戦略にあり，ＢＯＰ層の雇用と所得の向上を図ることを第一義的戦略とするも

のではない以上，ＢＯＰ層の主体的参加によって可能となるgrassroots

innovationやinclusiveinnovationに依拠した現地固有の「知識と知恵の創造

と活用」面において不十分性を常に内在させることになる。その結果，多国籍

企業の「トリクルダウン型」のＢＯＰ戦略が基本的には，ＢＯＰ層が主体的に参

加するinclusiveなビジネスモデルでない以上，ＢＯＰ層に適合的な製品・サー

ビスの開発と経済的自立化を可能とする「ポトムアップ型｣5)のsustainableな

システムの構築とは本質的に矛盾する要素を内包していることになる。

３現地ＮＧＯのＢＯＰ戦略の有効性と限界

こうした多国籍企業によるＢＯＰ戦略が新興国の貧困解消に果たす積極的側

面と同時に否定的側面を色濃く内包しているのに対して，現地ＮＧＯによる貧

困解消を直接的ミッションとするＢＯＰ戦略にも同じように有効性と同時に限

界も内在させている。

３．１現地ＮＧＯのＢＯＰ戦略の有効性

現地貧困層の経済的自立化に貢献した新興国ＮＧＯとして著名な，Grameen
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銀行の事例では，同銀行のマイクロファイナンスを，主として貧困女`性中心に

活用させ，現地コミュニティのＢＯＰ層向け生活用品を扱う零細女'性起業家に

よる事業を軌道に乗せてきた。この零細事業によって経済的自立化が少しずつ

ではあっても可能となってくるということは，インフォーマル・セクター内に

おいて経済的自立化を可能にするバリューチェーンが構築されてくることをも

意味する。換言すれば，このことは，フォーマルセクターからの「トリクルダ

ウン効果」に依存しない経済的自立化を可能とする「ボトムアップ」型の自律

的ローカル・バリューチェーンが構築されてくることを意味する。前節におい

ても指摘したように新興国固有のインフォーマル・セクターとフォーマル・

セクター間の分断』性に対応しうるインフォーマル・セクター固有の経済的自立

化戦略の内実は，貧困解消をはじめとする社会的課題の解決を第一義的ミッ

ションとする現地ＮＧＯがマイクロファイナンスを挺に展開するソーシャル゛

ビジネスとならざるを得ない。この点において，マイクロファイナンスを通し

て，現地コミュニティの所得，家族構成，居住環境や生活実態を把握している

現地ＮＧＯのほうが外資系多国籍企業現地子会社よりもより的確にＢＯＰ層

のニーズを反映した商品企両やマーケティング企１町を融資顧客の零細事業家に

アドバイスしうる立場にある6)。

しかしながら，ここでのソーシャル・ビジネスの主体は，ＮＧＯというより

もむしろ，経済的自立化を[|指す貧困女性であり，ＮＧＯの役割は，あくまで

もマイクロファイナンスや事業運営上のビジネス．サポート７)にある。新興国

におけるＮＧＯによるマイクロファイナンスの融資対象顧客として，経済的自

立化を[|指す家族持ち女性が優先される主たる理111は，次の点にある。すなわ

ち，小口融資の結果，零細事業から余剰収益が得られた場合，子供を抱える女

性は一般的に，そのお金を，自らの嗜好品の購入に充てずに子供の健康，教

育，さらには家庭生活の改善，等に充てる傾向にある。このことは，こうした

事業のプロセスを通して，女`性個人としてというよりも，家族全体の経済的自

立化と同時に生活基総の持続的安定性が確保されていくことを意味する。たと

えばバングラデシュのグラミン・シャクテイの事例では，マイクロファイナ

－８８－
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ンスを活用した太陽電池のソーラー・ユニットの設置により，500ワットのユ

ニットで，１日４時間の照明が可能となり，たとえば夜の６時から１０時ごろま

で，内職や子供の勉強時間に活用できるようになっている8)。この事例が意味

していることは，単に経済的安定性が増すだけではなく，子供がより安定した

教育機会を得ると同時により上級の教育機関で就学する機会が増すことも意

味している。言い換えれば，こうした女性を軸とした家族型零細ビジネスで

あっても，子供たちがより高度な就学の機会を得て。将来的には高度職業人と

しての専門'性を有する中間層としての中間所得層を形成していく基盤となりう

ることを意味している９)。

他方，男'性への融資によって，余剰収益が得られた場合には，アルコール類，

ギャンブルを含む非生産的消費に費やされる危険性が高いことが指摘されてい

る'0)。

このインフォーマルセクターにおける女性を軸とした家族単位の零細事業u）

としての持続`性を可能とするビジネスモデルとローカル・バリューチェーンが

｢ポトムアップ」効果の基盤となり，彼らの経済的自立化の鍵となる。その際，

こうした零細企業が成功するかどうかの要件の一つは，その主体としての女,性

を中心とした零細起業家（MicroEntrepreneur）自身が程度の差はあれ，

grassrootsinnovationの主体として自らの能力をいかに開発し活用していくか

にある。

この「トリクルダウン」効果に依存しない，現地ＮＧＯによるマイクロファ

イナンスを挺とした零細事業家育成によるインフォーマルセクター内からの

｢ポトムアップ」型戦略こそが新興国におけるＢＯＰ層の持続的経済的自立化

と「貧川の世帯間連鎖」を断ち切り，、律的中間所得層および中間層を創出さ

せていくキーファクターといえる。

３．２現地ＮＧＯのＢＯＰ戦略の限界

他方，現地ＮＧＯが経済的自立化を目指す貧困家庭の女`性への小口融資に

よって零細事業を軌道に乗せることに成功したとしても，そこで扱われる商品

－８９－
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は基本的には，既存商,V，（生活必需肺）を安く調達し，それに若干のマージン

を上乗せして現地コミュニティの住民に小分けで販売するピジネスモデルの域

を出ないケースが大半である。換言すれば，この種の家族中心の零細事業モデ

ルは，家族の生活をなんとか維持できる経済的基盤を提供しているに過ぎず，

より高度な技術的知識やマーケティング能力を背景としたビジネスモデルには

至っていない。したがって，この秘の家族ベースの零細事業モデルに家族が従

事しても，専門的知識をベースとした高度職業人としての中間層への移行とは

言えない。

現地ＮＧＯによるマイクロファイナンスをiiliIllした零糸''１事業モデルは，一般

的には，小１１資金的めどさえつけば極めて参入が容易な零細小売事業をはじめ

とするビジネスモデルとなっている'2)。このビジネスモデルが対象としている

購買層は，地方都市や農村コミュニティの低所得層の住民を主とするイン

フォーマルセクターの不安定就業層でもある。こうしたビジネスモデルがその

ままの形態と組織能力で規模が拡大してフォーマルセクターに上方移動するこ

とは極めて困難となる。規模の拡大とフォーマルセクターでの事業運営には，

商lihの新規性や安全性，および安定した供給能力を可能とする技術的能ﾌﾞJ，そ

して販売チャネル網とマーケティング能力。等をはじめとする組織的能力が不

可欠となる。現地ＮＧＯのマイクロファイナンスの活用とビジネス・サポート

を迦した零細事業の育成は，現地の素材活川や事業運尚上の知識の蓄積等を通

してローカル・バリューチェーンをより強化していくにせよ，さらにリージョ

ナルからナショナルなしベルへとバリューチェーンをup-gradeさせていくた

めには，そのために不可欠な経営資源や諸能力を有する多国籍企業や国際機関

を含むフォーマルセクターの現地大規模企業との多様な形態でのアライアンス

が戦略的手段とならざるを得ない。しかしながらそこには，grassroots

innovationを創出するローカル・バリューチェーンに依拠した「ポトムアップ」

型のビジネス生態系と，多国籍企業のグローバル・バリューチェーンに依拠し

た「トリクルダウン型」のビジネス生態系との相克と角逐を内包させることに

なる。

－９０－
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４多国籍企業と現地ＮＧＯのＢＯＰ戦略の発展プロセスとハイブ

リッド・バリューチェーン

多|玉|籍企業および現地ＮＧＯが新興国ＢＯＰ層TI丁場を対象とした事業を展開

していく場合の，概略的発展プロセスをグローバル・バリューチェーンとロー

カル・バリューチェーンの視点を踏まえて概略的に提示すると，図表ｌのよう

になる。

図表１多国籍企業とＮＧＯによるＢＯＰ戦略の概略的発展プロセス

なお，ここでの現地ＮＧＯの発腱プロセスはグラミン銀行（バングラデシュ）

とＣＡＲＤＭＲＩ（フィリピン）を参考にしている。多国籍企業のＢＯＰ戦111%は，

実質的には，現地ＢＯＰ層を－部含む中間所得1稗市場|(りけの製,Ｆ１・販売戦略で

－９１

発展プＩ１セス 多国籍企業(ＭＮＥ）・現地子会社(ＬＳ） ＮＧＯ

Ｖｃｒｓｉｏｎｌ」

ＭＮＥ・ＬＳが本国TIT場Ｉ尚]けと|両1じ製IMIと

現地富裕屑向けに販売

現地ＮＧＯの|Ⅱ[:顧容が既存il}ｉＩｉＩｌ１を単に

B()1Ｊ届向けに'|､分け販売

ＶｃｒｓｉｏｎＬ２

ＭＮＥ・ＬＳが本国１１Ｍ箔製品の現地

改良版を現地１|]|Ⅲ|府向けに生産，｜仮売

ソーシャル・ビジネス事業の多角化

)Ⅱ;１１Ni客へのビジネスサポートの発展

Ｖｃｒｓｉｏｎ２」

ＭＮＥ・ＬＳが現地ili｣:'3用適合製,kIi，（`,'jl硲

厨・il1llll届Ｉｆ１け）を開発，｛|ﾐ産，｜M〔ｸｌＥ

ⅡＮＩｊとのuLTﾌﾞ'２による現地ＴＩ｢場向け製,W，

の(|ｉ産，販売

Vcrsio、２．２

ＭＮＥ・ＬＳが現地Ｂ()|)層TIij;Mi向(ナに'111

禿・販売

N1XlZとの合弁会社が現地Ｂ()ＩＪＩ/jlけ改良製

｢ｌｉ１１の開発，ノlZ産，’１１〔張

陸Iili場への1及開

および他の新興

ＶｃｒＳｉｏｎ３

ＭＮＥ・ＬＳが他の新興国ＢＯＩ)向け改良製

,jnI1の|}１１ﾂﾞﾋﾞ，生産，’''１ お｣二び先進国

低所得厨およびGoodEnoug}]市場への

展１１M（Rcvcrsel11novatiol1の'1M蛤）

ＮＧＯ・ＭＮｌヨとの合弁会社が他の新興国

ＢＯＰ・IIjIl1l1FiliL1Iけ改良製,lh1,の|)１１発，生産，

販売，および先進|正I低所得|Ｆ１・Ｇｏｏｄ

EI1ou2hTli場へのl災llM（Rcvcrsc

lnllovatiol1の開始）
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あるのに対して，ＮＧＯのＢＯＰ戦略はＢＯＰ層の貧附解消と経済的自立化の

ソーシャル・ビジネス戦略を内実としている。またここでの多国籍企業はグ

ローバル・バリューチェーンを活用していることを想定している。

さらに，ここでは現地ＮＧＯを軸とした経済的自立化を促す雇用と所得の創

出へと連関するローカル・バリューチェーンと多国籍企業のグローバル・バ

リューチェーンとの接合度合と地理的拡大に留意している。

つぎに本論文で用いている「ハイブリッド・バリューチェーン（Hybrid

ValueChain=HBV)」の概念は，以下の二つのバリューチェーンの接合ないし

混成を意味している。

第一のハイブリッド・バリューチェーンすなわち，ＨＢＶｌはさらに次の二つ

のバリューチェーンから構成されている。一つは，非営利組織によるソーシャ

ル・ビジネスに依拠した社会的課題の解決によって創出される社会的価値。そ

してもう一つのバリューチェーンは，営利組織の事業運営によって得られる企

業会計上の利潤や株価に反映される企業価仙創出のバリューチェーンである。

そして第二のハイブリッド・バリューチェーン，すなわちHBV2は地理的差

異に基づくバリューチェーンの接合（ないし混成）を意味している。

以下これらのＨＢＶｌおよびHBV2を以下の図表２.図表３によって述べてい

く。図表２に示されているハイブリッド・バリューチェーンは，非営利組織に

よるソーシャル・ビジネスを基調とする社会的価値創出のバリューチェーン

と，営利組織による市場ベースでの取引を基調とするＲＯＥと株価に反映され

る企業価値創出のバリューチェーンとが接合したバリューチェーンの諸形態を

表している。

ハイブリッド・バリューチェーン（ＨＢＶ）ｌのversionLlの営利組織(1)は，

マイクロファイナンスの顧客層である経済的｢I立化を志向する女性中心の現地

零細小売業をはじめとする現地零細ビジネスを事業内容とするバリューチェー

ン，同versionl2の営利組織(2)はＮＧＯからの金融上のサポートやビジネス・

アドバイスを受けている現地小規模企業とのバリューチェーン，同version20

の営利組織(3)は，現地特権的ファミリービジネスをはじめとする人手企業・多

－９２－
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国籍企業とのバリューチェーン，を意図している。

図表２ハイブリッド・バリューチェーン１（HBV1）の概念

注：ここでの非営利組織は，ソーシャル・ビジネスの主体としてのNGO，ＮＰＯを指して

いる。

さらに図表３は，国際的に事業を展開する営利企業，特に多国籍企業による

グローバル・バリューチェーンと，現地ＮＧＯがハブとなり新興国小規模零細

企業を含む現地企業をニッチプレーヤーとする自立的ローカル・バリュー

チェーンとの接合がなされていくバリューチェーンの地理的拡大を示したもの

である。

すなわち，以下のGrameenの事例にみるように，こうしたＨＢＶが

versionlからversion2へと進展するにつれて，バリューチェーンの地理的範

囲も，ｌocalなものからregional（national）なものへ，そしてglobalな』性質へ

と拡大していくことになる。したがって，本論文におけるハイブリッド・バ

リューチェーンの意味を確認すると，一つは，多国籍企業，現地企業，等の営

利企業のバリューチェーンと，ＮＧＯNPO，国際機関等の非営利組織との

協働による社会的課題の解決を事業内容とするバリューチェーンとの接合した

ハイブリッド型バリューチェーン１（図表２のＨＢＶl)。

－９３－

ハイブリッド・ベリューチェーン

(HybridValueChain＝ＨＢＶ1）

非営利組織と営利企業との協働によるソーシャ

ル・ビジネス型バリューチェーン

ＶｅｒｓｉｏｎＬ１

Verｓｉｏｎ1.2

Verｓｉｏｎ２．０

非営利組織＋営利ビジネス(1)

(現地零細ビジネス）

非営利組織十営利ビジネス(2)

(現地企業）

非営利組織十営利ビジネス(3)

(現地大手企業・多国籍企業）
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図表３ＨＢＶ２の展開とバリューチェーンの地理的拡大

「

（ＨＢＶ２．Ｖ､1．１ LocalVaIueChains(ＬＶＣ）

己

rHE二ｍ ｉＷ…、R示薊TimTmT-］
且

[二言=mMilETWこて７－］

ｒ
「

ＨＢＶ２．Ｖ､2.0

そして，このローカル・バリューチェーンとグローバル・バリューチェーン

二つのバリューチェーンの接合したバリューチェーンも「ハイブリッド・バ

リューチェーン（IIybridValueChain=HBV2)」として扱っていく'3)。

この概念は，注12に紹介されているDraytonandBudnich（2010）の定義に

ほぼ等しい。そしてもうひとつは，現地ＮＧＯを1'１１１としたローカル・バリュー

チェーンと，多同籍企業のグローバル・バリューチェーンとの接合した地理的

拡大の視点からのハイブリッド・バリューチェーン（ＨＢＶ2）である。

以下。現地ＮＧＯのＢＯＰ戦略の発展プロセスをハイブリッド・バリュー

チェーンの視点に留意しながら検討してみよう。

４１現地ＮＧＯによるＢＯＰ層の経済的自立化（バングラデシュ）

４．１．１グラミン銀行のＢＯＰ戦略一Versionl

４．１．１－２VersionLl

VersionLlは現地ＮＧＯがマイクロファイナンスの対象顧客を通して，地域

コミュニティの住民を対象とした零細ビジネスの経済的自立化を促していく事

業形態。ここでは．経済ＩＭＩ立化を目指す女性がビジネスの主体であり，現

地の米，油，砂糖，等々のLli活用,１１１，を中心とした地域産品を都ＴＩＩでまとめ買い

－９４－
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でより安く購入し農村地域住民にそれらを小分けして販売する単純な家族中

心の零細小売型ビジネスである。ここでのバリューチェーンはＮＧＯをハブ

としたソーシャル・ビジネスのプラットフォーム上に経済的｢|立にチャレン

ジしている女`性層中心の零細ビジネスがニッチプレーヤーして参加している

HBVによるローカル・バリューチェーンversionllである。アジア新興国の

NGO組織が行っているマイクロファイナンス事業M)の多くはこのタイプであ

る。

４１１－３Version１．２

VersionL2は，現地ＮＧＯを軸に，各種ソーシャル・ビジネスへの多角化が

l到られているケースである。図表４は，グラミン銀行がマイクロファイナンス

事業の活用を通して拡大，展開してきた多様なソーシャル・ビジネスモデルの

概略図である。

同図が示しているように低所得層向けのマイクロファイナンスと貯蓄業務

を行うＮＧＯ銀行をハブとして〆多様なソーシャル・ビジネスを主体的に展開

することによって，インフォーマルセクターの不安定就業層に対する就労機会

と所得の創出，および家族の健康，教育，さらには携帯電話によるコミュニ

ケーション手段の提供を含む生活基盤の安定化等の社会的課題の解決を主内容

とするソーシャル・ビジネスを創出してきた。

このVersionl2は，現地ＮＧＯをハブとしマイクロファイナンスを活用

した現地女性起業家と，そして現地貧困層の経済的自立化を図る各種多様な

ソーシャル・ビジネスの要素を含むより規模の大きな事業体'5)をニッチプレー

ヤーとするＨＢＶによるローカル・バリューチェーンversionL2である。

－９５－
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図表４ＮＧＯ（グラミン銀行）によるソーシャル・ビジネスの事業拡大戦略

滕醤亀ｼﾊﾟﾝｸ避薫なﾂﾞｰｼｬﾙﾋﾟ霧スプァミッー！

！

Ｉ Ｉ鱒Ⅵ蝉f鰄灘z灘ji凝苫鱗』iin城灘“”
貫海無筆満 踵

出所：林（2012,263頁）にグラミン銀行ＨＰウェプサイトデータを参考に加筆修正

注：GrameenKalyanは2011年５月以降のウェプサイトには登場していないように思わ

れる。

こうしたVersionl2の多様なソーシャル・ビジネスを志向する事業の拡大

が，Versionllによる零細ビジネスを取り巻く生活基盤を補完し，Versionll

の持続性を高めている。

このVersionll,および1.2は，グラミン銀行をキーストーンとしてローカ

ル・バリューチェーンを育成しながらビジネス生態系の持続性を高め，イン

フォーマルセクター内，特に農村における不安定就業層の女`性および家族の経

済的自立化と持続的生活基盤の強化を促すことになる。

4．１．２グラミン銀行のＢＯＰ戦略一Versiom2戦略

しかしながら，こうしたVersionLlおよび1.2のビジネスモデルは．イン

9６
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フォーマルセクター内の不安定就業層の経済的自立化と生活上の諸課題を次第

に解消していく基盤を構築するにせよ総人｢１１億5700万人（2013年）の人[Ｉ

と一人ｌ日当たり１２５ドル（購買力平価）以下の貧困層の人口が総人口の

43.3％（2010年)16)を11Jめるバングラデシュにおいては，たとえグラミン銀行

のマイクロファイナンスの800万人に及ぶ累計顧客数が経済的自立化を果たし

たとしても，一国的規模で見た場合には貧困以下の生活を余儀なくされてい

る約6800万人の人たちに占める割合はおよそ12％に過ぎない。そこでグラミ

ン銀行が従来の戦略的限界を乗り越え，さらに新たな開発，生産，マーケティ

ング上の諸能力を一挙に向上させながら，同時にＢＯＰ層の社会的諸課題に対

処するために採ったソーシャル・ビジネス戦略は，こうした諸能力を有する多

国籍企業をはじめとする海外諸企業とのアライアンスによって構築されている

Version20に見出される。

４．１．２－lVersion20戦略一海外企業との提携

図表５は，グラミン銀行およびグラミン．ソーシャル・ビジネスグループが

海外の企業と提携することによって行っているソーシャル・ビジネスの概要で

ある。

ここでのバリューチェーンは，現地ＮＧＯと海外諸企業との合弁形態による

HBVversion20となる。これら海外企業との提携企業は，すべて非営利のソー

シャル・ビジネス業務を行う合弁企業である。これらのソーシャル・ビジネス

モデルは，海外諸企業の技術・マーケティング上の諸知識をはじめとする経営

資源を活用することによって，換言すれば，これら海外企業のバリューチェー

ンの－部を活用することによって，貧困家庭層の栄養改善，生活環境の改善を

主な業務内容としながら，同時にローカル．バリューチェーンの質的強化と量

的拡大を通して現地雇用の創出と所得の増大を図叺ビジネス生態系全体の持

続可能性を高めている。

また，こうした業務から得られた収益は，海外提携企業への配当iに１，１される

ことなく，あくまで現地のソーシャル・ビジネスに再投資されることを原則と

－９７－
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している。

図表５グラミン銀行ファミリー企業と海外企業との提携|図

|jｸﾞﾗﾐﾝﾊﾟﾝｸ鉾ﾚｰﾌﾟ蟻蕊繊ﾀ織壌職翰ﾂﾞｰｼｬﾙ憾騨ｽ鈴懸！

《]i鑓鱒箪蕊簸諭騨鵡蕊鰄罵

《ZOG鰯i露鰄:》
繊麺鑓鎚Yiuidg鐘】劇jiiiiii§ji麹1k鯵

●職鐸葛鑪》

雲雲篝塗i三等J、／
灘蝋91…(１iii鰯Ｉ

錘剴２１導灘蝿繕騨１M！:削鐡i識

《2ｌｘ)鐸設立)Ｉ 麹zHI麺齢錘饗壗錘ｉ

麺。

鰯辮鴬熱iWiNW《]1K；｡
《麺X鋳譲zZ〉u:～…鞠～

F錘蝋rCpxX91p麺鱈'ﾀｸﾞjjdIHi1xglW吻壇７鰯t9ii鰯‘
瀞1$(`殿。

/必
:iii:ij1i蕊;i、

』&iiM贈l蝿繰《1iiiＩ鱒ｊｌ <;x麺xg錘錘ri2f

（2,01鐸設立》
鰯】鱒灘鍾塞Ｓ罐h偉錘鍾灘辨鰄噂

忽砿鐸譲立》 d,H1ﾊﾉｌｉ２ｇ爵H9Mij鰍'瀞lij勧繍密》

鯨i鐸;:j醤j:;:ii1fi蕊ムノ
出所：グラミンとの提携各社のホームページを参考に作成

図表５に示されているVersion20型のソーシャル・ビジネス企業のうち，

海外市場に直結させているピジネスモデルとなっているGrameenYukuguni

Maitake（以下，ＧＹＭ社：現GrameenEuglena社)'7)とGrameenUNIQLO

のケースをみてみよう。

雪国まいたけ社'8)はユヌス氏の提起する「利益は配当せず，ソーシャル．ビ

ジネスに再投資すること」を踏まえながらどのように，日本本社の業務を維持，

発展させているのかを確認してみよう。ＧＹＭ社の事例は，星野（2012a'

2012b）において詳細に紹介されているので，ここではその要点のみにとどめ

る。同社（雪国まいたけ75％，グラミン・クリシ財団25％出資)'9)の現地での

貧困農村女性および家庭へのソーシャル・ビジネスとしての業務概要は，(1)グ

－９８－
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ラミンから農村女`Ｉ化へのマイクロファイナンスによる緑豆種子および肥料の購

入機会の提供，(2)ＧＹＭからの栽培技術の研修と栽培．(3)収穫された緑豆をこ

れら農村女`性から市場価格より高値で買い取り，その60％はＭＧＹ社が日本へ

の輸出（雪国まいたけ社への販売)，残り40％は購入価格に近いより低廉な価

格で現地販売，(4)現地では低'1,格で栄養価の高い食材を入手し，また現地販売

で得られた収益は現地のソーシャル・ビジネスへの11}投資，以止の流れとなる｡

このソーシャル゛ビジネスによる現地への貢献は現地農村女性中心の緑豆栽

培による雇用機会の創出（約8,000名)2０１，栽培技術の修得による安定した収入

源の確保，栄養価の高い食材利用による農村地区の栄養改善，および繊維製品

以外の輸出品日の多様化２１１と外貨収入の拡大，等に見いだされる。すなわち，

雪国まいたけ社の保有する各種農業技術・マーケティング知識を中心としたバ

リューチェーンを活用することによって。現地でソーシャル．ビジネスを展開

するＧＹＭ社のローカル．バリューチェーンを補完強化するいわゆるハイブ

リッド型バリューチェーンが構築されている。

こうしたＧＹＭ社の国際市場（日本市場）と連結させたソーシャル・ビジネ

ス戦略の基本は，グラミン銀行をキーストーンとしたソーシャル・ビジネス生

態系のプラットフォームである「ソーシャル・ビジネスの７原則｣22)に基づく

｢所有とパートナーシップ（Ownership＆Partnership)」を原則とした多様な

諸企業とのアライアンスにある。ＧＹＭ社同様,ＧｒａｍｅｅｎＵＮＩＱＬＯ社の場合も，

ファーストリテーリング社（以下，ＦＲ社）とGrameenHealthcareTrustと

の合弁によるソーシャル・ビジネスを展開しているがＦＲ社から派遣された

技術・マーケティング担当者からの指導を踏まえて，現地での素材調達，生産，

販売が遂行されている。この業務プロセスを通して雁)ljと付力Ⅲi値がローカ

ル・バリューチェーン内で剣|}｝され，そしてその収益は現地でのソーシャル・

ビジネスに再投資されることが原則となっている23)。GrameenUNIQLOから

は輸出業務はおこなわれておらず，基本的には現地で完結するビジネスモデル

となっている。他方，ＦＲ社は，通常のビジネス業務として，現地の契約縫製

工場で海外市場１１]に仕上げたユニクロブランドの製,Ｍを現地で販売せず，輸出

－９９－
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する形態をとっている。

GrameenDanoneFoodsに関しては，すでにRodriguesandBaker（2012)，

林（2012)，PeerallyandFigueiredo（2013）において紹介されているように

ダノン社の技術資源をはじめとする経営資源を活用しながら，現地でのローカ

ル・バリューチェーンの構築が確保されている〔，この現地ＮＧＯをハブとした

Version2mM戦略は，多国籍企業をはじめとする海外諸企業がグローバルな

規模で保有する経営資源を活用してローカル・バリューチェーンを強化してい

くＨＢＶｖｅｒｓｉｏｎ２０といえる。

しかし本論文執筆時点においては，このピジネスモデルは対ＢＯＰ層市場

を含む現地市場対応型であり，まだ海外市場との連結は十分に成されていな

い。したがって，多国籍企業のグローバル・バリューチェーンと現地ＮＧＯ

(Grameen）のローカル・バリューチェーンとが接合して開発・生産された製

品（サービス）が，他の新興国・先進国市場に連結されているより高次なハイ

ブリッド・バリューチェーン（ＨＶＣ2）にまでは至っていないように思われる。

以上のGrameenによるVersion20型の事業戦略において共通している点

は，多国籍企業の有する技術資源を中心とする経営資源を活用するに際して，

Grameenの理念とミッションをプラットフォームとする組織体系を維持しう

る過半数出資比率による多国籍企業との現地合弁会社が設けられている点にあ

る。すなわちここではＲＯＥと株Iilliの最大化を価値基準とする多国籍企業本

社をベースとするバリューチェーンと，社会的課題の解決をミッションとする

現地ＮＧＯのバリューチェーンという異質なバリューチェーンとが，後者の

ミッションベースのバリューチェーンを軸に接合されている。換言すれば，こ

こでのハイブリッド・バリューチェーン（ＨＢＶ）は，過半数Ⅱ}資によってソー

シャル・ビジネスの価値基準が保証されたバリューチェーン上に営利企業の

価値基準をベースとしたバリューチェーンが補完的に接合された有機体として

活動していることになる。

1００
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４．２ＣＡＲＤＭＲｌのＢＯＰ戦略一Versionl（フィリピン）

ＣＡＲＤの場合は，Grameenのソーシャル・イノベーション戦略に比べてビ

ジネス生態系としての広さと深さ，ニッチプレーヤーの多様性の観点からはい

まだ小規模といえる。このＣＡＲＤのソーシャル・イノベーション戦略上の特

質は，(1)マイクロファイナンスを通したサリサリストア（現地の伝統的零細小

売店）の経済的自立化と”Suki-Store"2')(=SS）を軸とした流通ネットワークに

よる生活必需品の大量購入を通した低{iIIi格での調達とコミュニティ住民への低

価格販売を可能にしている点，(2)現地加工業者との提携による現地農産物の加

工品のＰＢＬ製品開発・生産とＳＳ間の流通ネットワークを通しての販売，（３）

マイクロファイナンスを通した多様なマイクロビジネスの育成，等に見いださ

れる25)。

こうした試みは，ローカル・バリューチェーンに幅と厚みを与えることにな

り，より自立性と持続性を可能にする経済的基盤を構築することになる。上記

の(l)は，HBVversionLlの形態といえる。しかしながら。上記(1)で述べてい

る低価格販売の意味は，農村地域の住民が従来のサリサリストアで購入するよ

りも，若干低価格ということを意味する。他方，生産者と滴接交渉して大量に

調達する都市の近代的大型スーパーマーケットはこうした地方のサリサリスト

アよりもさらに低価格で販売できることになる。そして農村地域のサリサリス

トアのオーナーは都市のこうした近代的スーパーマーケットからまとめ買いを

して，地元住民に若干のマージンを上乗せして販売することになる。したがっ

て，都市からより離れた遠距離にある農村地域の貧しい住民ほど，現地のより

小規模のサリサリストアからより高めの価格で購入することになる。これがい

わゆるラストマイル（Lastmile）とＢＯＰペナルティ（penalty）の意味する

ところである。このＢＯＰペナルティは大都市から離れるにつれてどれくらい

の差異となっているかを見てみよう。

図表６は，フィリピンのManilaSanPablo（ラグナ州）およびCulion島（パ

ラワン州）の３地域で|可種類のサバの缶詰ｌ缶と醤1mｌ瓶を購入した場合の価

格の差異を表している。

1０１



[論文］多ＩＥＩ籍ii呈業とＮＧＯの斬り''1国ＢＯＰ戦|略の有効'Wﾐと限界（林）

マニラのスーパーマーケットで購入すると，それぞれ12.75ペソと13.0ペソ，

サンパブロ郊外の農村地域にあるサリサリストアで購入すると，それぞれ150

ペソ，そして船で渡るクリオン島地域のサリサリストアで購入するとそれぞれ

18.0ペソである。

この2012年時点における同じ商品であっても遠距離になるほど各種の手間

賃が上乗せされてくるため，料金は高くなる｡この場合，マニラでの価格とク

リオン島での価格の差は，それぞれ4118％と38.46％の違いとなっている。

図表６フィリピンのＢＯＰペナルティ（単位：ペソ）

Ｉｌ１所：ManilaとCulion島（パラワン州北部にある烏）の数値は,Dietrichetal(2015.Ｐ,127）

による。原資料は同国DepartmentofTradeandlndustryによる2012年11月発表資料。

ＳａｎＰａｂｌｏ（ラグナ州）の数仙は，林・丼|］・荒井による現地でのヒアリング調査（2012

年３)El下ｲﾘ)。より詳ﾎﾟlllな項｢|については林・井口．荒)'二（2013a）に紹介されている。

さらにこのＢＯＰペナルティは，大都市と遠隔地域間との距離的差異に規

定されると何時に．｜厄|じ農村地域の中において購買力の差異によっても規定さ

れる。たとえば，ＭじＳａｎＰａｂｌｏ市（ラグナリト|）のサリサリストアでたばこを

購入する際，現地の住民はたばこｌ紺ではなく，たばこ１本を購入し，マッチ

で火をつけてもらって，その場で吸いながら店を出る。仮に，ｌ箱（35ペソ）

を購入すれば，１本当たり約09ペソとなる。しかし実際は，１本だけ購入す

るがその料金は，２ペソである26)。この価格の差異もまたＢＯＰペナルティの

範蠕に入る。

以上の諸点が意味することは，マイクロファイナンスを活用したサリサリス

トアの経済的自立化とこうした零細店舗間のネットワーク化が進展したとして

も，農村地域ＢＯＰ層の購買ﾉJに適合したさらに低価格の製品を提供するため

には，単に調達規模を拡大するだけでは不十分となる。そこでＣＡＲＤMRIは，

_上記(2)の現地加工業者との提携によって現地農産物のｊｌ１工,Y,を開発・生産し，

1０２

MLInil(I(Ａ） SilI1P(lblo(Ｂ） Cllli,)】1(Ｃ） (Ａ)と（Ｂ)の篭額(％） (Ａ)と(Ｃ)の差額(％）

サバ缶詰 l缶 1２．７５ 1５．０ 1８．０ １７．６５％ ４１．１８％

醤油 ｌ瓶 1３．０ 1５．０ 1８．０ １５３８％ ３８．４６％
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独自の"Hapinoy，，ブランドの商標名によるＰＢＬ（PrivateBrandLabel）砧と

してサリサリストアの流通ネットワーク271に提供することを試みてきた。この

(2)で志向されている戦略は，ＣＡＲＤMRIをハブとし現地ﾉﾋ産者や加工業者

とのローカル・バリューチェーンの構築によるリージョナル内における経済的

F1立化をＭる，ハイブリッド・バリューチェーン（ⅡＢＶ）をベースとする

versionL2の形態である。

他力，Grameenのように，経営資源の豊富な外資系､Y業との提携による

BOP層向けの新たな製,Ｍ開発と国際的な市場との連結の観点からはいまだ参

考にしうる展開は示されるには至っていない。したがってここでは，HBV

versionLO-L2によるローカル・バリューチェーンは強化されてきてはいるが

HBVversion20をベースとした多国籍企業のグローバル・バリューチェーン

を活用したＨＢＶにまでは至っていない。

５．まとめ

本論文において提起したかった論点は，新興|玉|におけるＢＯＰ層の経済的自

立化と貧|村解消，換言すれば，Prahalad（2002a，2002b）が従起したピラミッ

ド型の所得構造からダイヤモンド型の所得構造へのパラダイム・シフトがなさ

れるとすれば，それは多国籍企業による「トリクルダウン型」のグローバル・

バリューチェーンだけでも．そしてまた現地企業や現地ＮＧＯによる「ボトム

アップ型」のローカル・バリューチェーンだけでも必要十分条件とはなりえな

い，という点にある。既述のように，従来の多lR1籍企業のＢＯＰ戦略にせよ，

現地ＮＧＯのＢＯＰ戦略にせよ，それぞれ有効性と'１１時に限界を内包している。

このことは'11時にＰｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2011）が提起した「共通価値」実

現の三つの方法（｢製,Ｉ１ｉ１１と市場を見直す」「バリューチェーンの生産`性の再定義」

｢拠点を満〈地域を支援する産業クラスターをつくる｣）１１体もまた有効性と限

界を内包している点にも留意する必要がある（林・井口：2014c)。

ＢＯＰ層の経済的''１立化という視点からのＢＯＰ戦Ｉ暗に関しては，現地ＮＧＯ

103



[論文］多ＩＲＩ籍企業とＮＧＯの新興国ＢＯＰ戦略の有効`性と限界（林）

によるインフォーマルセクターの貧'７M女性へのマイクロファイナンスを挺とし

た零細ビジネス（MicroBusiness）の育成と日立化が有効な戦略として位置づ

けられうる。しかしながら，電気・ガスｑ水・衛生・通信・交通をはじめとす

る生活インフラの改善，および家族の教育・栄養・健康をはじめとする生活の

質的改善をソーシャル・ビジネスとして展開していくためには，徽利企業の保

有する経営資源のiillr1lIもイ〈ilI欠となってくる。さらに，マイクロファイナンス

を活用した地域コミュニティ住民向けの零細ビジネスから脱皮して，フォーマ

ルセクターに位潰づけられるより規模の大きい企業形態へと発展していくため

には．経済性のみならず，安全性・品質･機能性等の各種基準を満たす技術・

マーケティング上の知識が不可欠となる。そして，さらに一国的レベルでの貧

困の解消と中間所得層の拡大による所得構造のピラミッド型からダイヤモンド

型へのシフトには，現地ＮＧＯの「ポトムアップ」型ＢＯＰ戦略と，多国籍企

業の「トリクルダウン型」ＢＯＰ戦略との接合，換言すれば，現地ＮＧＯをキー

ストーンとするローカル・バリューチェーンを基盤とした持続的ビジネス生態

系と多国籍企業のグローバル・バリューチェーンとの接合によるより高度なハ

イブリッド・バリューチェーンの構築が一層有効`性を増してきているように思

われる。

本論文では，社会的価仙と経済的価値を共有する「共通価値」実現の有効性

という視点からは，新興lK1における貧困削減を目指す戦略の主体として，

PorterandKrammer（2011）論の前提となっている営利企業からの視点では

なく，社会的課題の解決を第一義的ミッションとする現地ＮＧＯが重要な意味

を有していること，そしてPorterらの主張する共通Ⅲiiiを実現する社会的価

値と経済的価値の双方をＭ時に創造する「共通価値」創造の三つの方法以上に，

現地ＮＧＯをキーストーンとする持続的ビジネス生態系の構築とそれを強化し

ていくソーシャル・ビジネスを軸とした社会的価値創出のバリューチェーン

にＲＯＥや株価に反映される経済的価値創出のバリューチェーンが補完的に

接合された「ハイブリッド・バリューチェーンの視点からのバリューチェーン

の再定義」がいま求められていることを中心に検討してきた28)。

－１０４－
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注

ｌ） ソーシャル・イノベーションおよびgrassrootsinnovationの概念については，

林（2015b）で述べられているので，ここでは省略する。ソーシャル・イノベー

ションとgrassrootsinnovationの定義についてはbepa(2002),Seyafang(2011）

にも端的にまとめられている。

グローバル・バリューチェーンに関しては.GerefliGandFrederickoS（2010)．

ＵＮＣＴＡＤ（2013)，ｊ'二｢|知栄（2014）が参考になった。

.`Trickledown”は，本来．「水が徐々に｣二から－１ﾏにあふれ落ちる」ことを意味

するように米国共和党，特にレーガン政策の下で採られた．サプライサイド

型の寓裕者優先の政策原理でもあり．「禰裕者が富めば富むほど，その富の一部

が下に流れ落ち，富が全体に行きわたる」という論理としても)Ⅱいられている。

この論理は，むしろ，資本主義の発展段階において新興国に共迎して採られて

きた政策論理でもある。現先進|玉|においても，この"Trickledown，，政策が歴史

的発展過程において共迎してとられてきたI[１ｍについては，Chang（2002）が

示唆に富む指摘を行っている。重要な点は，この政策が，ＩＭＦや世界銀行をは

じめとする米国主導型なのか，それともその国独自の発展段階に沿った主体的

政莱なのかどうかで，同じ"Trickledown"政)ifであってもその有効性には差異

が生じることにある。言い換えれば，どのような政治的ガバナンスの下で．こ

の政錐が遂行されるのかという点が重要な意味を有することになる。

この℃ronyCapitalism"剛システムのフィリピンにおける具体例は，ＫａｎｇＤ

Ｖ．（2002)，Harber,Ｓ(ｅｄ)(2002）が参考になった。

「トリクルダウン（trickle-down）型」に対置するⅡ]語として，「トリクルアッ

プ（trickle-up）型」も使川可能といえる。ただし，“trickle-upinnovation"の

含意が新興国現地TIT｣笏)１１に|;'１発された技術・製,111,が先進国TIj場に適合的なもの

にさらに開発・改良されて先進国市場にも普及していくと意味で)Ⅱいられ，「リ

バース・イノベーション」に類似した概念でもある。したがって「トリクルアッ

プ」は，現地ＢＯＰの経済的自立化とは直接的関連性を有している１Ｍ語とは言

えないため，ここでは，「ボトムアップ」型を用いている。

ただしＮＧＯがすべてＢＯＰ１Ｗｉに有効な政策を遂行しているというわけではな

く，ＮＧＯ自体にも大なり小な|)固有の'１１１題を抱えている。特に糸'1織的に大きく

なるほど内部的問題を抱えがちと言える。この点については，堀口（2014）に

おいても指摘されている。

フィリピンでの現地ＮＧＯ組織のＣＡＲＤバンクによるマイクロファイナンス顧

客へのビジネス・サポートについては，林（2014)，林・)'二口・荒井（2013）で

紹介している。

Ｍ・ユヌス（2007：ｐｐ､94-96,邦訳162-165頁，同氏の識減会（2007年７月，

2009年３月，立教大学）フィリピンのＣＡＲＤの場合にも同様の事例報告がなさ

２）

３）

４）

５）

6）

７）

８）
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れている（ＣＡＲＤＭＲＩ本部でのヒアリング,’M企：2012年８月,ＳａｎＰａｂｌｏ本部)。

中村（2014）も’1Kチモールでのソーラーライトのyll例を)1]いて，｜可様の効果

とさらに灯↑''1代に代わる総済的効果を紹介している。

GrameenBankやＣＡＲＤMRIの事例では，マイクロファイナンス顧客の子供

たちへの奨学金供ｌｊによって，こうしたより満度な就学機会が得られている事

例や博言上学位取得のﾂﾞｨ例も紹介されている。これについては，Ｉ１１ＩｉＮＧＯホーム

ページ（http://www・grameen・com/,http://www・cardmrLcom/）を参照された

し。

インドでの１１:例については，Karnari（2007,2()()9)，フィリピンでの事例につい

ては，林（2013,2014,2015）を参照されたし。

マイクロファイナンスによる融資顧客の零細!｣i業形態については，林（2014,80

頁）においてフィリピンでの靭例で紹介されているのでここでは省略する。

ＣＡＲＤＢａｎｋ（フィリピンのＮＧＯ組織）のマイクロファイナンス顧客の零細ビ

ジネスモデルの形態については，林・井口．荒)|：（2()l3a）でiilM森結果が報告さ

れている。

ハイブリッド・バリューチェーン（HybridValueChains：ＨＶＣ）の概念につ

いては，DraytonandBudnich（2010）が参考になったが，彼らの概念は営利

企業（Pro6tbusiness）とilI1tセクター（Cilizensectors）の社会起業家（Social

entreprellellrs）との協業によるビジネスと社会''１９iMMIlの解決とＩ１Ｉ１ｊ立させるバ

リューチェーンの榊築を意味している。

GrameenBankが設定している通常の貸し{}}し利子率は，年20％であるが，た

とえば，年ＴＫＬＯＯＯ（$77.9：2015年１０１１）を倍りて週ごとに返却していく場合，

返却合計額はＴＫＬｌＯＯとなり，実際の利子率は１０％平均となる。バングラデシュ

政府のプログラムによるマイクロファイナンスの利率は年22％，｜Ｔｌ様の返却方

法による利率は11％となっている。このほかに」可銀行では，住宅ローンが８％，

学生ローンが５％，さらに以下の興味深いローンが設けられている。

"０％（interest-free）IoansforStrugglingMembers（beggars)"．（http://www・

grameen-info､ｏｒg/grameen-bank-interest-rate;accessed,０ct,3.2015).このロー

ンは極貧の乞食の人たちも利子なしで借りることができるが，返済の条件は，

乞食をして返済することは認められず，，,乞食をせずに”化活物,Ｉ１１ｉを訪問販売等

の労働提供によって所得を術'１１})して返済することが奨励されている（http://

wwwgrameen-info､org/grameen-bank-at-a-glance/;accessed,OCL3,2015)。

たとえばGrameenTelecomやGrameenphoneによる１Ｆ業は，多くの農村女性

にマイクロファイナンスを活用して携帯記話を入手させ．テレフォン・レディ

として農村の貧lN1筒にも１１｢''ごとに使用料を得て，携帯遜話を使用機会を提供

し農産物のil丁況入手や海外に行っている出稼ぎ家族からの送金手続き．等々

の便宜を提供する事業内容とする。この事業内容は．market-basedとソーシャ

９）

１０）

11）

12）

13）

[4）

15）
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ル・ビジネスのiiljIlUl面をｲjするという意味でＨＢＶ型のビジネスといえる。

TheWorldBankPovertyDataより｡

ＧＹＭ社は，2010年に雪国まいたけ社とグラミンクラキシ財団との合弁によっ

て設立されたが，2014年８)]未に「ユーグレナ社」に売却されている。なお，

事業は「GrameenEuglena社」に継承され，ワ|き続き同様のソーシャル・ビジ

ネスモデルで行われている。同社の持ち株比率は，GrameenKrishiFoundation

が50.51％，euglena社が49.4996,代表背はＭ・Yunusu氏となっている（euglena

社ニュースリリースよ1)，http://www、euglenajp/news/2014/0827.html)。

本社：新潟県．』〔証２部：充_上高288億円．営業利益約20億円，従業員数．約

1200名（連結，2014年３Ⅱ現在)。

星野（2012a，５７頁)，「ユーグレナ社」に売却後は，脚注l6のように変更されて

いるｃ

ＧＹＭ社ＨＰよ'）（accessed31L2015).(http://www､muhammadyunusorg/index・

php/japanese/l260-grameen-yukiguni-Inaitake,およびhttp://www､euglenajp／

grameen/）なお，星野裕志氏（九州大学教授）の指摘では,2015年現在は約3,000

名強とのことである｡

2012/2013年度のバングラデシュの輸出額の約80％はアパレル製品によって占

められている（JETRO「'1上界貿易投資報告：バングラデシュ細｣）（https:/／

wwwjetro・go.』p/world/gtir/2014/pdf/2014-ｂｄｐｄ[）

これらの「ソーシャル・ビジネスの７原L1lI」は以下のjInI)となっている。ｌ）

Businessobjectivewillbetoovercomepoverty，ｏｒｏｎｅｏｒｍｏｒｅｐｒｏｂｌｅｍｓ

(suchaseducation，healtlLtechnologyaccess，ａｎｄenvironment）which

threatenpeopleandsociety；ｎｏｔpro[itlnaximization，２）ＥＣＯ､()micalld

businesssustainability､３）Investorsgelbacktheirinvestmentamountonly・

N()dividendisgivenbeyondinvestmelltlnoney,4）Wheninvestmentamount

ispaidback，ＣＯmpanyproHtstavswiththecompanyh)rexpansionand

improvemento5）Environlnentallvconscious､６）Workforcegetsmarketwage

withbetterworkingconditions､７）ｄｏｉｔｗｉｔｈｊｏｙ（http://www・yunuscenter・

aitasia/social-business/).accessedMarchlL2015．

ただし，ソーシャル・ビジネスに再投資された額，および創出された雇用者数

にＩｌＬＩしては不|川である。特に後者に|nJしては，ファーストリテーリング社のバ

ングラデシュにおける契約縫製工場が利用されているためにソーシャル・ビ

ジネス関連の縫製業務からどの程度の扉111創出効果があるのか，またそこでの

労働条件に関しては明Iill;ではない。

SukiStoreとは，サリサリストアのIljでＣＡＲＤMRIからマイクロファイナン

スを受けている店舗を指す。

ただし，新興|玉|におけるマイクロファイナンス事業がすべてソーシャル・ビジ

１
１

６
７
１
１

18）

19）

20）

21）

22）

23）

24）

25）
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ネス的に運営されているわけではない。ちなみに。カンボジアにおけるマイク

ロファイナンスIlj業の多くは営利的に運悩.されている（廣畑：2015)。また，

GrameenBankの経営方針も，1975年の設立から2000年までの貧困女性の経済

的''１立化に焦点を絞った経微力針のＧｒａｍｅｅｎｌの時代から，2001年以降の市

場との連結を志ｌｉ１ｊする（market-led)，さらなる拡大戦略を盛り込んだGrameen

Ⅱに移行してきている（RutherfOrd：2006)。さらにGrameenBankをはじ

めとするＮＧＯによるマイクロファイナンス事業に関して，Hulme，Ｄａｎｄ

Ａｒｕｎ，Ｔ､(eds)(2009)，Karim（2011)，等から多くの疑'''１点が出されているが，

こうした点ついては別の機会に論じる予定である。

このタバコ（マルボロ）の価格は，ＳａｎＰａｂｌｏ市の農村地域でのサリサリスト

アでiijlil査した，2012年３月ﾄﾞｲﾘ時点の料金。，Ｒ１ｌ１ごとの料金については林・井

口・荒井（2013a）を参照されたし。

サリサリストア（SariSariStore）・スキストア（SukiStore）・コミュニティス

トア（CommunityStores）・セントラルウェアハウス（CentralWarehouse）

間のＣＡＲＤを媒介した流通ネットワークにｌｌＬｌしては，林・井口．荒)'２（2013a）

で紹介されている。

現地ＮＧＯも非営利主義を原Ⅱ|Iとするものばかりではなく，営利主義的`性格の

ものや，現地富裕Ｉ博が代表を務めるものまで多様である（堀口：２０]5)。注22で

も紹介したように，GrameenBankに対する批判的見解も論じられているが，

本論文では，社会的課題の解決を第一義的ミッションとするGrameenと

ＣＡＲＤの積極的lllllmに焦点を絞って，＿上記の論点について検討してきた。

26）

27）

28）

参考文献

AndersonJandBilou,Ｎ（2007),"ServingtheWorld,ｓＰｏｏｒ：InnovationattheBase

oftheEconomicPyramid,,,/LIZｲγ"α/q/Ｂｚ‘s/"cssSt7ategy,２８(2),l4-2L

Arora,SandRomijin,IＬ（2009)，“InnovationｆＯｒｔｈｅｂａｓｅｏｆｔｈｅｐｙｒａｍｉｄ：Critical

perspectivesfromdevelopmentstudiesonheterogeneityandparticipation・

ＵＭＬ几fERIT，Ｗ〃γﾙﾉﾉｚｇＢＷγＳｃ７ｊｃｓ,2009-36,1-39．

bepa（2011).Empoweringpeople,drMngchange：SociallnnovationintheEuropean

Union,BureauofEuropeanPolicyAdvisers,Luxembourg,PublicationsOHice

oftheEuropeanUnion

Caiieque,ＥＣ,andHart,Ｓ・(eds.),ＢＡＳＥＯＦＴｆ/Ｅ/Ｗａ４Ｍ/Ｄ３．（６）,Sheffield,Greenleaf

Publishing

Chang,H-J．（2002),KICＫ/】ＶＣＡ凧4ＹＴＨＥＬＡＤＤＥＲ,London,AnthemPress,横11｜

信治監訳・張馨元・横111太郎訳「はしごを外せ」［1本評論社，2009年。

Chataway，Ｊ､，Hanlin，Ｒ，andKaplinsky，Ｒ（2013)，“InclusiveInnovation：Ａ、

－１０８－



経営論叢第５巻第1.2合併号（2016年３月）

ArchitectureForPolicyDevelopment",ノＫＤＷ０液ｉ"ｇＰ[ZPe7No､65,TheOpen

University：ｗｗｗ・open・ac・uk/ikd/publications/working-papers・

Cattaneo，OGerefli・GandStaritz，Ｃ(eds.)(2010)，Ｃ/ｏＭＶＺｚｍｃＣﾉｾαﾉﾉﾊ／〃α

ＰｏｓｔcγｊｓｉｓＷＯγ/d,Wasington,WorldBank,l57-208

Christensen,ＣＭ.,Baumann.Ｈ､,Ruggles.Ｒ､andSadtler,Ｔ､Ｍ、（2006)，Disruptive

lnnovationforSocialChangeoHZzﾊﾟ'(ｚ７ｄＢｚ/sﾉﾉz2ssRez1伽1,84(12),９４－１０１．

Collins，，.，Morduch,』.､RutherfOrdSoandRthven，０（2009)。PORTFOL/ＳＯＦ

ＴＨＥＰＯＯＲ,Princeton・PrincetonUniversityPress,野上裕生監修・大1Ⅱ修二

ｉ沢「最底辺のポートフオリオ」みすずi』'二房．2009年。

Dietrich，Ｍ・andTibi,Ｊ、（2015)，“Ashared-channelmodelforBoPaccessinthe

Philippines，，,inCafiequeFC,andHart,Ｓ・(eds.),ＢＡＳＥＯＦＴＨＥＰＹＲＡＭ/，

３．０，Sheffield,GreenleafPublishing､l23-139

DowlaoAandBarua,，．（2006)，ＴＨＥＰＯＯＲＡｍＭＹＳＰＡＹＢＡＣＫ：ＴﾉｂｃＣ７ａ池cc〃

ⅡS/ory,BloomfieldKumarianPress・

Drayton,BandBudinich,Ｖ、（2010),``ANewAllianceforGlobalChange，，,HBR,Sep.，

56-64．

GereHiGandFrederick,Ｓ，（2010)，､TheGIobalApparelValueChain,Trade,ａｎｄ

ｔｈｅＣｒｉｓｉｓ：ChallengesandOpportunitiesforDevelopingCountries,，，in

Cattaneo，Ｏ，GerefH，GandStaritz，Ｃ(eds.)，Ｇ/ＯＭＰＭｨｃＣｈα/"Ｍ〃α

Ｐｏｓｔｃ７ｉｓｊｓＷＤγ/d,Wasington,WorldBank,157-208．

Govindarajan，Ｖ・ａｎｄＣＴｒｉｍｂｌｅ（2012)，ＲＥＶＥＲＳＥＩＭＶＯＭＴＩＯＡ/Boston，HB

ReviewPress・渡辺典子訳・小林喜一郎解説『リバース・イノベーション」ダ

イヤモンド社，2012年。

Gupta，ＡＫ、ｅｔａｌ．（2003)，“Mobilizinggrassroots，technologicalinnovationsand

traditionalknowledgevaluesandinstitutions：articulatingsocialandethical

capital，,,〃/z"Cs,３５(9),975-987．

Harber,Ｓ,(ｅｄ)(2002)，Ｃ７ｏ"ｙＱＺＰ伽/Ｍ２α"ｄＥｃｏ"o"ｚｊｃＧγoz()/ルノ〃Ｌａｊｉ〃Ａ"２２γｊｃａ：

Ｔ"eo”αＭＥＩﾉﾉ｡c"cc,Stanford,HooverlnstitutionPress、

HippeLE．Ｖ・（1994)，“Stickylnformation・andtheLocusofProblemSolving：

ImplicationsfOrlnnovation",Ｍｚ"α9℃'"ｃｗ／Ｓｃｊｃ"cc､40,429-439．

Hulme,，．（2009),"TheStoryoftheGrameenBank：fromsubsidizedmicrocreditto

marketbasedmicrofinanceWinHulme，ＤａｎｄＡｒｕｎ，Ｔ・(eds)(2009)，

Ｍｃ７ｑ/7"α"Ｃｅ：Ａｈａｄｅγ,NYRoutledge,163-170．

Iansity,Ｍ､andLevin,Ｒ（2004)，Ｔﾉｉｃ/、Ｓ/o"ｅＭｚｊα"、9℃,Boston,HarvardBusiness

SchoolPress,杉本光太郎訳「キーストーン戦略』翔泳社，2007年。

Jensen,Ｒ､andSzulanskLG（2004)，.`Stickinessandtheadaptationoforganizational

practicesincross-borderknowledgetransfers"，ﾙｨｧ"αノｑ／mtcγ"αｔｉｏ"αノ

－１０９－



[論文］多国籍企業とＮＧＯの新興国ＢＯＰ戦略の有効`性と限界（林）

BzMzCSSStzZdjeS､３５(6),508-523

Kandachar,Ｐ､ａｎｄＨａｌｍｅ,Ｍ・(eds.)(2008),Ｓｚｲs/αi"αＭｺﾞﾉﾋ)ﾉＣ力α此"群ｓα）㎡ｓｏ/z("o'ｚｓα／

伽Ｂａｓｃｑ/伽ハγα〃｡､Sheffield,GreenleafPublishing．

Kan9,,.Ｖ（2002),Ｃγひ"ｙＣ”ｊｊＭｓ）"､Cambridge､CambridgeUniversityPress

Karim,Ｌ（2011),MCROIvIA/ＷＶＣＥＭ/Ｄ／nSDISCOⅣTEIW1S；Ｗｌ？"zc〃/〃Dcbti〃

Ｂａ"g/αdcsh,Minneapolis,UniversityofMillnesotaPress、

KarnanLA（2007)，``TheMirageofMarketingtotheBottomofthepyramid：How

thePrivateSectorcanalleviatePovertyWCα/肋γ"ｉａＭｗ(Zgwﾉzc"lIRczYM'’４９

(4),90-llL

Keersmaecker，、，Kandachar，Parmar，VandnbemptandBaelus（2014)，“Factors

InfluencinganUpscalingProcessofGrassroo[sInnovations：Preliminary

EvidencefromIndia,，､inGalbraith,BandMolinari,Ｆ､(eds),ＳＯＣ/α川"zoz'αrio〃

α"〔/Ｅ"/γ⑪７２"cz/）Ｍゎ：ＣａｓｃＳｔｚ/(ﾉﾉﾊ,ハα(･tj〔℃ｓα"ｄＰｃバカcctiz'Cs,London,acpi，

49-67．

Kim，Ｗ、CandMauborgne，Ｒ、（2005)，ＢＬＵＥＯＣＥ４１ＶＳＴＲＡＴＥＣＫＨａｒｖａｒｄ

ＢｕｓinessSchoolPress,Bostonイ｢賀裕子１１〈『ブルー・オーシヤン戦略ｊランダ

ムハウス講談社．2005年。

Kotler,ＲａｎｄＬｅｅ,Ｎ､Ｒ、（2009),〔/１Ｍ"ｄＯｚ(/q/Poz1eγtyUpperSaddleRiver,Pearson

Education,塚本一郎監訳「ソーシャル・マーケティング」丸善，2010年。

Lettice，Ｆ・ａｎｄＰａｒｅｋｈＭ．（2()10)，“TheSociallnnovationProcess：Themes，

ChallengesandImplicationsforPracticeWノノztcγ"αﾉﾉo"αノノo"γ"α/ｑ／TCC肋zomgy

Mz"α聖"zC"/,５１(1)，139-158．

Letty,Ｂｅｔａｌ．（2012),AnexplorationofagriculturalgrassrootsinnovationinSouth

Africaandimplicationsforinn()vationindicatordevelopment，Ｕ/VUY1IER/Ｔ

ＷＤ７Ａｉ"ｇＰｔｚｐｃγ'２()12-023,1-81．

London,Ｔ・andllart,Ｓ、（2011),Ｍｒ/Ｃｅ"cmtio〃Ｂ"s/"ｃｓｓＳｔｍｉｔＧｇｍｓハγＴ/ｂｃＢａｓｅｑ／

ＴﾉｉｅＢａｓｃｑ/ＴｈｃＲｙｍ）"/d・UpperSaddleRiver,FTPress､清川幸美訳「BOP

ビジネス11j場共創の戦略』英治出版，2011年。

London、ＴａｎｄＨａｒｔ，Ｓ（2004)．“Reinventingstrategiesforemergingmarkets：

beyondthetransnationalmodel",ノ､ｲγ"α/ｑ/〃/cγ"αtjo"α/BzMzcssSt"(/ｊｃｓ３５

(5),350-370．

Porter,Ｍ・ＥａｎｄＭ・ＲＫｒａｍｅｒ（2006)，“StrategyandSocietyWHtz7z1ａ７ｄＢｚ(sj"ess

RezWzu，Dec，78-92,邦訳「競争優位のＣＳＲ戦略」ＤHBR，2008年ｌⅡ号，

36-52頁･

Porter.Ｍ,ＥａｎｄＭＲＫｒａｍｅｒ（2011),"CreatingSharedVallle”,Htzγz'αγｄＢｚＭｚｃｓｓ

Ｒａ１ｉｃｚＬｉ,Jan-Feb.,62-77,邦訳「共通価値の戦略｣．ＤＩＡＭＯＮＤハーバード・ビ

ジネス・レビュー，2011年６月号，8-31頁。

1１０－



経`牌論叢第５巻第１．２合Ｉ)｢号（2016年３月）

Prahalad，ＣＫ（2002a)，Ｔﾙﾊﾉｲ""ｃα／／/ｌｃＢｏ//0"ノｑ／/ｈｅハノα"/ｉｄ：Ｅ７ａｄＩｃａｉｊ"g

PoZ1c/･b’ＴＡγDzlgハルq/ＩＦ(,UpperSaddleRiver,PrenticeHall，スカイライトコ

ンサルティング訳ドネクスト・マーケット」英治ｌｌ１版，2005年。

PrahaladCK・ａｎｄＡＩＩｅｎＨａｍｍｏｎｄ（2002b).ServingtheWorld'sPoor,Prolitably，，

肋７２ﾉﾛﾉｔ/Ｂ"s/"cssRcz1lrcz(）.８０(9).48-57．

PrahaladCK,ａｎｄＳＬＨａｒｔ（2002)．“TheFortuneattheBottomofthePyra、｡"，

Ｓ/mtcg〕'＋Ｂ"ｓｉ"CSS,26,1-14．

Radjou,Ｎ,PrabhuJ,andAhuja.Ｓ,（2012),ノ〔/ＧＡＡＤﾉﾉV/VO1/ZlT/01V;SanFrancisco，

Jossey-Bass，月沢李１W((子訳|｢イノベーションは新！《|玉|に学べ」１１本経済新聞社，

2013年。

Rao，Ｓ、Ｓ・（2006)，“Indigenousknowledgeorganizatio、：AnIndianscenario"，

ノ>ﾉﾉｅ７"α/ｊ０"αﾉﾙｲﾉｗ/(Ｗ>(/bﾉﾌﾞ"α/ｊ０〃Ｍ１"/(zgU"/c"/,26224-233．

RutherfordS．（2006),”ＧＲＡＭＥＥＮⅡ：thelirstfiveyears2001-2005",IVIicroSave

（http://www・cgdev・org/doc/blog/Rutherford,Grameen-TheFirstFiveYears、

2001-2005.pdf)．

Seyfang,Ｇ（2011)，Ｔ/ｚｃＭＺ(1ＥＣＯ"0"ｚｊｃｓｑ／Ｓｚ(slIazﾄﾞﾉＭ)/ｃＣ("ﾊﾟz/"z/)//0"，Hampshire，

Palgrave

Seyfang,Ｇ（2006)/,EcologicalcitizenshipandsLlstainableconsulnption：Examining

localorganicf()odnetworksW/Dz/ﾉﾌzα/q/Ｒｚ"α/Ｓ/z/〃s,22,383-395

Seyfang,GandHaxeltine．Ａ、（2012)．“Growil]ggrassrootsinnovatiolIs：exploring

theroleofcommunity-basedinitiativesingoverningsustainableenergy

transitions",Ｅ"z'ﾉﾉ"c)""ｌ２"ｒの/(/Ｐ/α""ｊ"ｇ：Cpz)cﾉﾌﾉﾉ"ｃｗ／(､"/(／ＰＣ/icUv,Vol､30,381‐

400．

Sullivan.ＮＰ．（2007)，Ｙｔ）z/ＣのｚＨ〃γL/CAb妙ＨＤＺ('/ＭＭｊ/0α"ｓα"ｄＣｅﾉﾉＰﾉｶo"ＣｓαγC

CC""cc/i"ｇ/ｈ２ＷＭハPCOﾉ．/０／/ｉｅＣ/oMEco"""z)',Ｓα〃Ｆ、"cisco,Jossey-

Bass，東方雅美・渡部典子訳『グラミフォンという奇跡」英治出版，2007年。

Szulanski,Ｇ（2003)，Ｓ"ｃｈｖＫﾌﾉOz(’ん(fgc：Ｂａノア/cバノ０Ｋ"oz(ﾉ/"ｇｊ〃／肱ＦＹ７"z,London，

SAGEPublications

Teegen,Ｈ､,Doh,Ｊ,Ｐ,andVachani,Ｓ、（2004)，Ｔｈｅｉｍｐ()rtanceofnongovernmental

organizations（ＮＧＯs）inglobalgovernal〕ceandvaluecreation：an

internationalbusinessresearchagenda,ノ0"ﾉﾌﾉα／ｑ／ﾉﾉﾉ/cﾉ･"αlljp"α/ＢｚＭｚｃｓｓ

Ｓ/z(`JCS,35,463-483．

ＵＮＣＴＡＤ（2013)，ＷＭ(ノノ"z)estﾉ"c"／RePo7ﾉｳＣ/ＤＭＩ/Ｍ/ｃＣｈａﾉﾉﾊ：、/ＷＳ/"ze"／α"。

〃αdcﾉﾋﾉﾉＤＣＭ”ﾉ"c"/,ＮＹ､ＵＮＣＴＡＤ・

Yunus,Ｍ､(2007),Ｃノセａｌｌｉ"ｇａＷＭ(/Ｍｔｈｏ"tPoZ'ｅ７ｂｉ,PublicAffairs,ＮＹ,Ｍ・ユヌス『貧

困のないlUiLを創る」猪熊弘子訳．早川書店，2008ｲｉ２。

Viswanathan,Ｍ・（2011),“AMicro-LevelApproachtoUnderstandingBoPMarketsW

１１１



[論文］多国籍企業とＮＧＯの新興国ＢＯＰ戦略の有効性と限界（林）

ｉｎLondon，Ｔ・andHart，Ｓ・eds,Mjr／ｃｃ"eγαtjo〃Ｂｚ《sj"ｃｓｓＳかα/２９/ｅｓＦｏ７Ｔ舵

Ｂａｓｅ〃Ｔ力CFDﾉ、〃d,ＵＷγＳadd/ｃＲｉｚｗｅ,ＦＴ片CSS,129-164．

雨森孝悦（2011)，「フィリピンのマイクロファイナンスにおける最貧困層の排除と包

摂一バタンガス州とカマリネス・スル州の実地調査から－」、本福祉大学経済

論集」第42号，207-219．

土肥将敦（2009）「ソーシャル・ビジネスとはなにか」佐々木茂・味水佑穀編「地域

政策を考える-2030年へのシナリオ」勁1V〔書房，l89-20L

林悼史（2015a）「新興1K|の台頭とリバース・イノベーションの分析視角一破壊的イ

ノベーションとソーシャル・イノベーションの視点から」「経営研究所紀要！（国

士舘大学経営研究所)，４５号，1-30．

林悼史（2015b）「新興同のＢＯＰ層の位置づけと自律''19ビジネス生態系」『経憐論叢」

（国士舘大学経営学会)，４(2)，1-27．

林悼史（2014a）「新興国のビジネス生態系とＮＧＯのＢＯＰ戦略一フィリピンＣＡＲＤ

MRIの事例を中心として－」「経営論叢』（国士舘大学経営学会)，４(1)：59-98．

林悼史（2014b）「Ｍ､ポーターの「共迦価値の戦略」（CreatingSharedValue)」（連

載「戦略フレームワークを理解する」；http://www､sbbitjp/article/contl/16096）

林悼史・井口知栄（2014c）「新興|医|におけるＢＯＰ戦略とＭ・ポーターの競争戦略論

の限界性」（連載「戦略フレームワークを理解する」；http://www､sbbitjp／

article/contl/27506）

林悼史・井口知栄・荒井将志（2013a）「ＢＯＰ隅の経済的自立化と自律的ビジネス生

態系一フィリピンＣＡＲＤのマイクロファイナンスとサリサリストアの事例分析

を中心として」「経営論叢』（国士舘大学経営学会)．３(1)：25-54.

杯悼史（2013b）「ＢＯＰ市場の特殊性とその背最一フィリピンのＢＯＰ層と海外送金

の視点を'''心に－」『経営論叢』（|玉|士舘大学経営学会）第３号，27-50．

林悼史（2013c）「多国籍企業のＢＯＰ戦略論の再検討一フィリピンにおけるフォーマ

ルセクターと外資系企業の位潰づけを｢''心に－」「経営論叢」（lK1j冒舘大学経営

学会）第２号，1-18．

林悼史（2012a）「多佳|籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャル・ビジネス｣，「多国籍企業と

グローバルビジネス』（林悼史・古井仁編著，第13章)，税務経理協会，251‐

277．

林悼史（2012b）「多国籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャル・ビジネスの分析視角」大石・

桑名・Ｈ１端・安室監修，多国籍企業学会署『多'五|籍企業と新興|玉|市場」第１６章，

文眞堂，302-323．

林悼史（2012c）「多国籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャル・ビジネスの分析視角一イン

フォーマルセクターとフォーマルセクターの視点から」「経営論叢」（国士舘大

学経営学会)，第１号。2012年５月，69-92．

連水佑次郎（1995）「開発経済学ｊ創文社。

1１２－



経営論叢第５巻第１．２合併号（2016年３Ⅱ）

贋川{'二'１雄（2015）「カンボジアのマイクロファイナンス機関の経常戦略」「アジア経営

学会第２２回大会要旨集』（立命館大学192-95．

堀口111j亨（2015）「ＢＯＰビジネスに|ﾉﾘ包するリスクとそのマネジメント手法に関して」

「危険と管理」第46号．71-88．

星野裕志（2012a）「ケースーグラミン雪国まいたけ」「多国籍企業研究』５号，55-68．

星野裕志（2012b）「連携による開発途上国への参入」「多国籍企業と新興'五|市場』（大

石芳弘・桑名義春・田端昌平・安室懸一監ｉ１参多国籍企業学会箸，第12章)，文

眞堂，285-301．

井口知栄（2014）「ナショナル・イノベーション・システムとグローバル・バリュー

チェーンへの多|工|籍企業子会社の役割：イEフィリピン｢|系多国籍企業の事例を

中心にして」『三'１１商学研究』５６(6)，33-46．

''三'村俊裕（2014）「世界を巻き込むｊダイヤモンド社。

谷本寛治（2009)，「ソーシャル・イノベーションとソーシャル・ビジネス」「一橋ビジ

ネスレビューｊ５７(1)，２６４Ｌ

谷本寛治・大室悦賀・大平修司・士'''11将敦・古村公久（2013)，「ソーシャル・イノベー

ションの創出と幣及」ＮＴＴ出版。

追記：

本論文は，学術研究助成基金（挑戦的萌芽研究）：課題番号（23653100）に

よる研究成果の一部である。

113


